
第１１回神奈川県医師会地域医療対策委員会 

日 時 令和６年９月１１日(水) 午後２時 

場 所 県総合医療会館２階医療救護本部 

およびウェブ会議各拠点 

開 会 

挨 拶 

議 題 

〔報告事項〕 

１．令和 6年度第 1回地域医療構想普及促進事業研修会（8/1）報告 （０１） 

２．令和 6年度第 1回県保健医療計画推進会議（7/23）報告 （０２） 

〔県医療企画課〕 

３．令和６年度第 1回地域医療構想調整会議報告（横浜 8/5、川崎 9/2、相模原 8/20、横須

賀三浦 8/28、湘南東部 8/23、湘南西部 9/3、県央 8/27、県西 8/29） （０３） 

〔県医療企画課〕 

４．日医かかりつけ医機能研修制度令和 6年度応用研修会第 1回（9/1→9/16 振替） 

開催について （０４） 

５．その他（各郡市医師会からの報告等） 

  今後の開催 第１２回 １０月 ９日（水）(web 会議) 
第１３回 １１月１３日（水）(web 会議) 
第１４回 １２月１１日（水）(web 会議) 

１月休会 
第１５回 ２月１２日（水）(web 会議) 
第１６回 ３月１２日（水）(web 会議) 

いずれも 第２水曜 午後２時～ 
１月、８月は休会 

神病理２４０５１０
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開 会 

挨 拶 

議 題 

〔報告事項〕 

１. 令和 6 年度第 1 回地域医療構想普及促進事業研修会（8/1）報告 
 小松理事より報告。今年度第 1 回目の研修会は、有床診療所に対して、2040 年に

向けたプラン提出をお願いしていくことを趣旨として開催した。現在、県内の有床診

療所数は 170機関、病床数は 2,066床で、産婦人科系とそれ以外でほぼ半々となって

いる。有床診療所については、国は地域包括ケアの中で多岐にわたる役割を担って欲

しいとしているが、実際には、医療機関を運営していく環境は非常にシビアであり、

このような役割を果たすことができる有床診療所がどれくらい存在するかは、地域差

がかなりあると考えられる。有床診療所協議会による全国調査において、緊急入院患

者受入数が増えると収支が悪化することが示されている。緊急入院患者を月に 8人以

上受けたところでは、緊急入院患者がないところと比べて、補助金を含めた経常利益

率も低い上、補助金を除くとほとんど利益がない。あくまで全国調査の結果であって

神奈川県では実際にどうか、県内 2000 床のうち、どれくらい稼働していて、どうい

う課題を抱えているのか、また 2040 年に、その診療所が提供している医療体制が継

続できるのか、そうした観点も含めて、県は各診療所のプランを把握して、今後の検

討を進めていく考えである。プラン作成にあたり、各地域の有床診療所にご協力いた

だきたい。 

 

２. 令和 6年度第 1回県保健医療計画推進会議（7/23）報告 

 小松理事より報告。標記会議で整理した事項を各地域の地域医療構想調整会議で協

議していく。病床整備事前協議に関して、4月 1日時点で既存病床数と比較して既存



病床が足りているのか、不足しているのか判断する。原則として、基準病床数を超え

て病床を増やすことはできない、一方で病床が不足しているのであれば、行政は増や

す努力をしなければいけない。これまでも、数合わせには付き合う必要がないという

話題をしてきたが、それは地域医療構想で示されている必要病床数推計に対するもの

であって、基準病床数の話ではない。令和 6年度は、基準病床数 61,766、既存病床数

59,582で 1,513の病床不足となっていて、5地域が不足となっている。ここで注意す

べき点として、介護医療院へ転換した病床は全体で 881床となっている。これは元々

療養病床として既存病床にカウントされていたが、介護保険を使う介護医療院に変わ

ったということで、今回既存病床数にカウントされなくなった。だが、現場の感覚と

しては、病院の中で稼働しているベッドが、介護医療院という看板へ変わっただけな

ので、転換分はそのまま病床数とみなしていいのではないか、という方向性も示され、

各地域でその判断を協議していくこととなった。また、病床公募の方法と応募期間に

ついて、例年 10月から開始し、応募期間は 12月までの 2ヶ月間という短い期間で行

われているため、医療機関にとっては十分な準備や検討期間がなく取り急ぎ手を挙げ

てくるところがある。そのため、実際に病床配分後、その病床が地域で稼働し始める

までに 2年ぐらいかかったり、5年経っても稼働できず結局流れてしまう、というこ

とも起きている。このため、募集期間や公募の仕方を整理して、十分な準備と検討を

した上で手を挙げてもらい、実効性のある病床になるように工夫してはどうかという

議論が行われ、地域で協議することとなった。加えて、急性期、回復期、慢性期等の

カテゴリーに関してもしっかり議論して、募集時に示していくことが必要であるが、

地域によってこれらのやり方はある程度違いがあってもいいという考えを県は示し

てきている。また、今後の病床機能に関する議論の方向性として、高度急性期、急性

期、回復期、慢性期の 4機能議論に固執するのは限界があるため、必要な病床機能の

目安として考え、あまり杓子定規にしなくても良いのではないか、そして、病院の運

営が難しくなるルールは本末転倒であるので、各病院の担う役割を共有した上で、改

めて地域において必要とする機能をどのように確保していくのが適切なのか、話し合

いのルールを明確化する必要があるのではないかという考えが出された。病院の事情

や地域の判断を尊重していく、これまでよりも踏み込んだ方向性が示されたことにな

るが、この背景には、新設された地域包括医療病棟が、急性期なのか回復期なのかう

まく分けようがないこと、また基準病床数と必要病床数の乖離が 1万床以上足りない

と言われて何年も経ち、第 8次医療計画においてもその数は全く詰まってない、とい

うことがある。乖離が詰まっていないにも関わらず現場は困っていないという状況を

考えると、国の言う通りに病床を増やす必要はない、という県の判断で、現場の感覚

を大事にしてできるだけ柔軟に対応していく今回の提案に至ったということである。 

 

３. 令和６年度第 1回地域医療構想調整会議報告（横浜 8/5、川崎 9/2、相模原 8/20、

横須賀三浦 8/28、湘南東部 8/23、湘南西部 9/3、県央 8/27、県西 8/29） 

小松理事より報告。標記会議が各地域で開催され、県保健医療計画推進会議で整理

された内容に関して協議が行われた。今後の医療提供体制に関して、横浜では、高齢

者が増える中で、地域を複数の医療機関が面で支えていかないとうまくいかない。横

浜の中でも南部と北部では高齢者人口や持っている機能が異なるので、7ブロックに

分けて各地域での医療提供体制を検討していく。川崎では、4機能ごとの病床数の議



論や、定量的基準の導入、病院のプラン変更に対して柔軟に対応していくという県の

考え方により、今まで築き上げてきた議論がなし崩しになってしまい、難しい面もあ

るという意見があった。相模原では、地域包括医療病棟を例に、回復期から急性期へ

機能転換する場合でも、協議は不要となるのか確認があり、県からは協議が不要にな

るわけではないとの議論があった。県央では、事前の地域ワーキング調整について、

開催を病院協会任せにするのではなく、行政が主体となって開催することが必要とい

う意見があった。また病院運営者が変わることで、病院機能も変わってしまうという

ことに対して話題があり、地域の中で話題が表に出る時点では協議する時間がない、

ということが多々あるという問題提起もあった。 

病床整備事前協議に関しては、横須賀三浦地域は、昨年配分した病床がどう動くか

を見極めてから判断するので今年度は様子を見ることとなり、川崎と相模原は、募集

の仕方や内容等をさらに整理し、慌てて募集するのではなく、来年の秋までに募集を

するという、2 年越しで議論していく方向性となった。湘南東部は、募集は行うが、

回復期だけではなく、地域で産科などの必要とされる病床についても検討することと

なった。次に、算定病床の変更について、横須賀三浦地域で、元々回復期リハビリテ

ーション病棟で病床配分を受けた病院から、地域包括ケア病棟にしたいという意向が

あり、議論が行われた。地域としては、同じ回復期機能を担うのでいいのではないか

という声がでていたが、本来、病床配分は地域行政がきちんと受付をして、調査して

配分を決定するものであり、今回のようなケースの取り扱いは、全ての地域で適応で

きる理論的根拠を示す必要がある。 

地域包括医療病棟の話題については、機能としては急性期なのか回復期なのかとい

う議論があり、国はどちらでもいいと示している。これは、果たす役割で言えば回復

期的なところがあり、満たす基準で言えば急性期的なところがあって、両方の性格を

持っているためどちらかに決めることはできないだろう、ということである。病棟転

換にあたって医療介護総合確保基金対象になるのかという議論も出てくるので、取り

扱いについては今後県と協議が必要である。推進区域については、人口、患者、医療

従事者も減少している県西地域で、どのような医療提供が望ましいかということを議

論する場として設定された。 

４. 日医かかりつけ医機能研修制度令和 6年度応用研修会第 1回（9/1→9/16振

替）

開催について 

 小松理事より報告。標記研修が台風の影響により中止となり、令和６年９月１６

日に振替開催されることとなった。県医師会でも同日に座学会場を設置することで

調整し、すでに元々の受講予定者と郡市医師会へ案内を行い、申込受付等準備を進

めている。振替開催の日程都合が合わない先生には、追加開催（10/6及び 11/4、日

医オンライン形式、10/27、県医師会集合形式）での参加を検討いただくよう、案内

している。改めて関係者へ周知をお願いしたい。 
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